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ＩＡＳＢ会議報告（第６３回会議） 

ＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）の第６３回会議が、２００６年１２月１２日から１４日

までの３日間にわたりロンドンのＩＡＳＢ本部で開催された。今回のＩＡＳＢ会議では、

①企業結合第２フェーズ、②財務諸表の表示（セグメントＡ及びＢ）、③金融商品（現行金

融商品会計基準の置換）、④概念フレームワーク、⑤退職後給付（国際会計基準（ＩＡＳ）

第１９号（従業員給付）の改訂）、⑥連結範囲、⑦米国会計基準との短期統合化（借入費用）、

⑧国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の年次改善、⑨テクニカル・プラン、⑩ＳＭＥ会計基準

及び⑪国際財務報告基準解釈指針委員会（ＩＦＲＩＣ）の活動状況（ＩＦＲＩＣのデュー・

プロセス・ハンドブックに関する議論及びＩＡＳ第３９号における部分ヘッジ会計を含む）

についての検討が行われた。教育セッションでは、欧州銀行連盟（ＦＢＥ）との間で懸案

となっている金利マージン・ヘッジに関する同連盟関係者からの説明が行なわれた。会議

には理事１４名が参加した。本稿では、⑧から⑪を除く議論の内容を紹介する。 

 

 

１．企業結合 

今回は、①非支配持分とのれん、②相互会社（含む協同組合）の企業結合及び③契約のみ

によって達成される又は取得企業を含む取引がない企業結合の３項目が議論された。ここ

では、①について解説する。 

企業結合に伴うのれんの認識を巡って、購入のれん（親会社部分のみ）を認識すべきとい

う見解と全部のれん（親会社部分と非支配持分部分の合計）を認識すべきという見解がＩ

ＡＳＢの中では拮抗している（ＦＡＳＢでは、大多数が全部のれんを支持している）。また、

公開草案に対する多くのコメントが全部のれんに対する懸念を表明している。このような

状況を打開するため、２００６年１０月には、のれんの認識という論点から議論するので

はなく、非支配持分の測定属性という観点から議論することにより、のれんを巡る議論を

収束させることを意図した提案がスタッフから示されたが、結論を得るには至っていなか

った。スタッフの提案の骨子は、公開草案では非支配持分の測定属性が明確にされていな

いことから、これを明確することによってのれんを含む非支配持分全体の測定の問題の中

でのれんの問題を解決しようとするものである。したがって、もし非支配持分の測定属性

が公正価値であれば、非支配持分の公正価値には非支配持分に帰属するのれんが含まれ、

これを公正価値で測定することにより、結果として全部のれん方式が採用される。しかし、

非支配持分の測定属性が識別可能純資産の比例的持分のみであるとすると、非支配持分に

対応するのれんは非支配持分に含まれないことになり購入のれん方式が採用されることと

なる。 

今回この論点が更に議論され、議論の結果、非支配持分を公正価値で測定するという原則
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を最終基準で明確にするということが僅差で暫定的に合意された。これを前提に、非支配

持分を信頼性を持って公正価値で測定できるかどうかが議論され、実務上信頼性ある公正

価値測定を行なうためのコストがかかりすぎる場合も考えられるため、公正価値測定の例

外を設けることが暫定的に合意された。ただし、この例外をどのようなものとするか、ま

た、例外を設けることで企業結合により取得又は引受けた資産及び負債を公正価値で測定

するという原則にどのような影響を及ぼすかについて、検討することがスタッフに指示さ

れた。なお、この検討には、非支配持分全体を公正価値で測定する選択肢を認めるかどう

かも含まれている。 

 

 

２．財務諸表の表示 

今回は、セグメントＡの公開草案に対するコメントの分析及びセグメントＢの検討が行な

われた。セグメントＢの検討では、①セグメントＢにおける短期的対応策のモデル、②キ

ャッシュ・フロー計算書及び③金融機関のための財務諸表の様式の３点について議論が行

なわれた。 

 

(1)セグメントＡの公開草案のコメント分析 

公開草案に対しては１３０通のコメントが寄せられた。コメントの分析から抽出された次

の事項について議論が行なわれ、それぞれに暫定的な決定がなされた。 

①財務諸表の名称 

公開草案では、１組の財務諸表として次のものを定義している。 

・ 期首財政状態計算書（beginning of the period statement of financial position） 

・ 期末財政状態計算書（end of the period statement of financial position） 

・ 認識収益費用計算書（statement of recognized income and expense） 

・ 資本変動計算書（statement of changes in equity） 

・ キャッシュ・フロー計算書（statement of cash flow） 

・ 注記（notes） 

コメントを受けて議論した結果、次の点が暫定的に合意された。 

(a)公開草案で提案していた「認識収益費用計算書」は、「包括利益計算書（statement of 

comprehensive income）」とする。これ以外の財務諸表の名称は変更しない。なお、財

務諸表の名称は強制されるものではなく、これ以外の名称を用いることが許容されてい

る。また、「財政状態」とは何かが概念フレームワークの中で説明されているものの定

義されていないので、概念フレームワークの中でこれを定義する。 

(b) 期首財政状態計算書は、常時開示を要求するのではなく、組替え（reclassification）

又は再表示（restatement）が行なわれたときにのみ開示を要求する。 
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(c) 資本の部の変動は、所有者（owner）との取引による変動と非所有者（non-owner）と

の取引による変動（すなわち包括利益）に区分することが再確認された。また、持分保

有者（equity holder）と所有者（owner）という用語が混在しているので、所有者（資

本にその全部又は一部が区分される金融商品の所有者をいう）に統一する。 

②２計算書方式の許容 

公開草案では、包括利益を示す包括利益計算書を２つに分けて表示する２計算書方式（第

一の計算書は現在の損益計算書と同様最終尻を当期純利益とし、第二の計算書にその他包

括利益項目の変動を記載しその末尾で包括利益を表示する方式）を選択肢として導入する

ことを提案していたが、コメントではこれを支持するものが多く、議論の結果、２計算書

方式を選択肢として認めることが再確認された。ただし、ＩＡＳＢとしては、あくまでも

１計算書方式が望ましいと考えていることを明確にすることも合わせて合意された。 

③組替え調整額に関する開示 

組替え調整額（reclassification adjustment）とは、当期及び過去の期にその他包括利益

として認識されていたもので当期において当期利益に振り替えられた金額を言うとされて

いる。公開草案では、その他包括利益の各項目の組替え調整に関する情報を包括利益計算

書又はその注記で開示することを要求している。議論の結果、この開示を求めることが再

確認された。 

④その他包括利益にかかる法人所得税 

その他包括利益にかかる法人所得税の表示と開示に関しては、公開草案の提案内容をその

ままとすることが暫定的に合意された（これにより米国財務会計基準書（ＳＦＡＳ）第１

３０号（包括利益の報告）との統合化が図られる）。公開草案では、次の表示及び開示が求

められている。 

・ その他包括利益の各項目の法人所得税の開示を求める。 

・ その他包括利益の各項目を税引後で表示するか又は各項目は税引前で表示し法人所得

税額をまとめて１つの金額で表示するという２つの選択肢の選択を認める。 

⑤１株当たり利益の開示 

包括利益計算書上で表示する１株当たり情報は、１株当たり利益のみとするという公開草

案での提案が再確認された。 

⑥その他 

コメントの中に、公開草案において、ＩＡＳ第１号（財務諸表の表示）の第７項を改訂し

て、「一般目的財務諸表は、独立して表示される財務諸表又は法定登録（regulatory filing）

又は株主への報告などの公的文書に含まれる財務諸表を含む。」と定義しているが、この定

義の変更が想定外の結果をもたらす可能性があるとの指摘（「法定登録」はオーストラリア

においては意図するより広い意味を持っている）があり、一般目的財務諸表の定義の見直

しがスタッフに指示された。 



報告事項(1) 

 
(財)財務会計基準機構の Webサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の
無体財産権に関する法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれ

らの法律により禁じられています。 

4

また、今回の議論を踏まえて、最終基準のドラフトを作成するようスタッフに指示が行な

われた。 

 

(2)セグメントＢ 

①短期的対応策のモデル 

２００６年１０月の米国財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）とＩＡＳＢの合同会議で、現在

直接資本の部で認識されているその他包括利益項目の変動（売却可能金融資産の公正価

値の変動、為替換算調整勘定の変動、退職年金の数理計算上の差異の変動、有形固定資

産に再評価モデルを適用した場合の再評価損益の変動及びキャッシュ・フロー・ヘッジ

のヘッジ手段の公正価値の変動で、ここでは「ＯＣＩ項目の変動」と呼ぶ）を包括利益

計算書上どのように表示するか（リサイクリングを認めるかどうか）が議論された。 

そのときの暫定合意では、長期的には、独立したセクションとしてＯＣＩ項目を区分表

示せず、さらに当期利益も表示しない包括利益計算書とすることが決定された。このモ

デルの下では、ＯＣＩ項目は、それらが属する営業カテゴリー、投資カテゴリー及び財

務セクションの中で表示され、当該ＯＣＩ項目が実現した時点で包括利益計算書におい

て改めて認識されることはない。一方、長期的な決定は余りに革新的であるので、短期

的には、ＳＦＡＳ第１３０号の下での包括利益計算書（又はＩＡＳＢのセグメントＡで

の包括利益計算書の提案）のように、ＯＣＩ項目を包括利益計算書上の独立したセクシ

ョンとしてまとめて表示し、実現した段階でリサイクリングすることを認めることが決

定された（ただし、その場合でも当期利益は表示しないという暫定的な決定が行われて

いる）。このときの決定では、短期的に採用しようとするモデルが具体的にどのような

ものかが明確でなかったため、今回これを明確化するための議論が行なわれた。 

今回４つの短期的対応モデルが提示され、ボードメンバーがどれを選ぶかが議論された。

提示されたモデルは、ＯＣＩ項目を独立したセクションとしない２つのモデル（Ａ案及

びＢ案）と独立したセクションとする２つのモデル（Ｃ案及びＤ案）に分かれている。 

Ａ案：ＯＣＩ項目を独立したセクションとせず、事業セクション（さらに営業カテゴリ

ー及び投資カテゴリーに細分される）又は財務セクション等該当するセクショ

ンに含めて表示する。これは、長期的モデルとほぼ同じである。 

Ｂ案：ＯＣＩ項目を独立したセクションとせず、事業セクション（さらに営業カテゴリ

ー及び投資カテゴリーに細分される）又は財務セクション等該当するセクショ

ンに含めて表示するが、それぞれのセクション又はカテゴリーの中でＯＣＩ項

目をそれ以外と区分して表示する。 

Ｃ案：ＯＣＩ項目を独立したセクションとして、事業セクションや財務セクションと同

等のレベルで表示する。ＯＣＩ項目は税引前で表示され、実現した時点で事業

セクションや財務セクション等にリサイクルされる。 
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Ｄ案：ＯＣＩ項目を独立したセクションとして、事業セクションや財務セクションと同

等のレベルで表示する。ＯＣＩ項目は税引後で表示され、実現した時点で事業

セクションや財務セクション等にリサイクルされる。Ｄ案は、ＳＦＡＳ第１３

０号の１計算書方式と同じモデルである。 

ボードメンバーの選好は４つの案に分散しており、また、ボードメンバーの中に、ＯＣ

Ｉ項目を含む包括利益計算書全体を長期と短期（短期に実現する項目と長期性資産負債

から生じる項目）に分けて表示すべきと主張する意見もあり、議論がまとまらなかった。

議論の結果、包括利益計算書を長短に区分して表示する案について更に検討することが

スタッフに指示された。 

②キャッシュ・フロー計算書 

(a) キャッシュ・フロー計算書の目的としてＳＦＡＳ第９５号（キャッシュ・フロー計

算書）及びＩＡＳ第７号（キャッシュ・フロー計算書）に掲げられている下記の項

目は、財務諸表全体の目的とするにふさわしいと判断され、財務諸表の作業原則に

格上げされることが暫定的に合意された。 

「情報は、投資家、債権者及びその他の者が次の事項を評価するのに役立つ方法で

財務諸表において表示されなければならない。 

・ 将来のキャッシュ・イン・フローを生成できる企業の能力 

・ 企業の債務の返済能力、配当の支払能力及び外部からの資金調達の必要性 

・ 現金取引と発生主義会計の差異 

・ 当期中の非現金活動の企業の財政状態に及ぼす影響」 

(b) このほか、暫定的な合意には至っていないが、議論の結果、ボードメンバーは次の

方向に向かっている。 

・ キャッシュ・フロー計算書のすべてのカテゴリーで直接法を採用すること 

・ 包括利益計算書上の営業利益とキャッシュ・フロー計算書上の営業活動からの

キャッシュ・フローとの間の差異調整表を財務諸表で表示すること（財務セク

ションや投資カテゴリーにおいても同様な差異調整表の作成を求めるかについ

ても検討することがスタッフに指示された） 

・ 当期中の重要な非現金活動に関する情報の財務諸表の注記における開示 

③金融機関のための財務諸表の様式 

金融機関の専門家からなるサブワーキンググループとの相談も踏まえて、スタッフから、

一般企業向けの作業原則が金融機関の財務諸表にも適用できるかどうか、また、修正す

べき項目があるとするとどのようなものかについての提案が示され、それが議論された。 

(a) 現在検討している一般企業向けの財務諸表の様式が金融機関にも基本的に適用でき

ると見ることが暫定的に合意された。ただし、現金及び現金同等物を表示するカテ

ゴリーについては、一般企業向けの財務諸表（財務資産として財務セクションの中
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で表示すべきとされている）と異なり、金融機関では財務資産とすることは求めな

いが、いずれか１つのカテゴリーで表示することを求めることが暫定的に合意され

た。また、現金及び現金同等物を１つ以上のカテゴリーで表示することがより有用

な場合があるかどうかについて検討することもスタッフに指示された。 

(b) 財務諸表上の表示に関して、原則として総額表示を行うこと（総額表示が価値を持

たない場合には純額表示）及び勘定科目を更に細分化すべき点に関する一般的ガイ

ダンスは設けるが、明確な規準は設定しないという原則を金融機関の財務諸表にも

適用することが暫定的に合意された。 

(c) 金融機関には、財政状態計算書において長短区分を要求しないことが暫定的に合意

された。これを受けて、流動性に関する情報をどのように表示するかに関する原則

を開発することがスタッフに指示された。この原則は、一般企業にも適用されるも

のとなるので、一般企業の財政状態計算書において長短区分を表示することを求め

ることとした過去の暫定合意にも影響する可能性がある。 

 

 

３．金融商品 

このプロジェクトは、金融商品に関する現行の会計基準を全面公正価値の採用によって

置き換えるという長期的なプロジェクトであり、２００６年２月にＩＡＳＢとＦＡＳＢ

が公表した覚書（Memorandum of Understanding、以下「ＭＯＵ」という）に基づい
て、２００８年までにデュー・プロセス文書の公表が目標とされているものである。デ

ュー・プロセス文書では、できるだけＩＡＳＢの予備的見解を示すこととなっており、

そのための議論が進められている。 
今回は、２００６年１１月の議論に引続き、認識と測定に関して、①期限前償還オプシ

ョン付貸付金及びクレジットカード契約、②銀行の預金契約、③要求払いという性格を

有する負債の測定及び④借手から見た第三者による契約による又は法定の保証が付さ

れた負債の測定について議論が行われた。ここでは、①から③について解説する。 
 
(1)期限前償還オプション付貸付金及びクレジットカード契約 

期限前償還オプション付貸付金とは、借手が満期以前に早期の償還を行なうことができ

るオプションが付された貸付金であり、貸手が償還を強制できない。通常は、貸付金の

金利よりも市場金利の方が低くなれば償還が行なわれる。しかし、借手は、担保となっ

ている不動産を処分したいといった理由から貸付金金利よりも市場金利が高い場合に

おいてもオプションを行使することがあり、また、市場金利が低い場合でも、期限前償

還をして更に借り替えるための手続が煩雑であるといった理由でオプションを行使し

ないことがある。すなわち、市場金利以外の要因によってオプションの行使が左右され
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る。また、このような貸付金を取得しようとする市場参加者は、市場金利以外の要因も

考慮して公正価値を計算する。 
会議では、このような市場金利以外の要因によってもたらされる価値を貸手は認識すべ

きかどうかが議論され、このような価値を含めて期限前償還オプション付貸付金を認識

すべきことが暫定的に合意された。すなわち、市場金利以外の要因によってもたらされ

る価値を認識するものの、独立した資産としては認識せず、金融商品の価値の一部とし

て測定することとされた。 
クレジットカード契約に関する議論が今回も行われた。クレジットカード契約では、カ

ード保有者がクレジットカードを使用することは、カード保有者がカード会社に対して

有しているオプションを行使して借入れを行なうことを意味する。カードの利便性等さ

まざまな理由から、カード会社から借入をするよりも銀行から同額を借入れた方が有利

である状況であるにもかかわらず、カードが利用され、オプションの売手であるカード

発行会社に有利なキャッシュ・フローが生じることになる場合がある。このような売手

にとっての売建オプションの価値を独立した非金融資産として金融負債とは別に認識

するかどうかが議論され、両者を区分せずに金融負債として表示することが暫定的に合

意された。なお、クレジットカード契約をデュー・プロセス文書の範囲に含めるかどう

かについては結論が出されていない。 
 
(2)銀行の預金契約 

銀行の預金契約が金融商品の定義（一方の当事者の第二の当事者に対する金融商品を当

該当事者と交換するという契約上の義務であり、かつ、第一の当事者に金融商品の交換

を要求できるという第二の当事者の権利である）を満たしているかどうかが議論され、

銀行に預金を受入れなければならないという現在の義務がないとも考えられるため、金

融商品に該当しないと判断された。このため、預金契約をデュー・プロセス文書の対象

の金融商品に含めないことが暫定的に合意された。ただし、預金契約を金融商品から除

くことに至った議論をデュー・プロセス文書に含めることとされた。 
 
(3)要求払金融負債 

相手方の要求によっていつでも支払いを行わなければならない要求払金融負債の公正

価値をどのように測定するかが議論された。代替案として、①直ちに決済を行なう場合

の価値（要求によって支払いを開始する最も早い日に要求があると仮定した価値）と②

将来キャッシュ・フローのタイミング予測に基づく支払価値（現在価値）の２つが検討

され、後者の考え方を採用することが暫定的に合意された。なお、公正価値を見積もる

際には、市場参加者が当該金融商品の取得によってサービスを行うためにかかる費用等

があれば、これを勘案することになる。 
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４．概念フレームワーク 

今回は、フェーズＤ（報告企業）に関連して、①親会社とグループ事業体の関係、②報告

企業と親会社アプローチとの関係及び③フェーズＤと連結範囲に関するプロジェクトとの

整合性について議論が行なわれた。ここでは、①及び②について解説する。 

 

(1) 報告企業としての親会社とグループ事業体の関係 

報告企業という観点から親会社（parent entity）とグループ事業体（group entity）をどの
ように見るかについては、２００６年９月に議論が行なわれ、３つの考え方が検討された。

３つの考え方は、①親会社とグループ事業体を１事業体と見た上で、一般目的外部財務報

告として親会社単独財務諸表と連結財務諸表の２つを認める考え方（連結財務諸表は、単

独財務諸表で表示されている資産負債に対する代替的表示方法と位置づけられる）、②親会

社とグループ事業体を１事業体と見るとともに一般目的外部財務報告として連結財務諸表

のみを認める考え方（親会社単独財務諸表は、一般目的外部財務報告としては認められな

いこととなる）及び③親会社とグループ事業体を別々の事業体と見る考え方（例えば、親

会社とその子会社からなるグループの場合、親会社、グループ事業体（親会社及び子会社）

及び子会社の３つが報告企業となり得、親会社単独財務諸表、連結財務諸表及び子会社の

財務諸表がそれぞれ一般目的外部財務報告となる）である。このときの暫定合意では、③

が採用された。 
ＦＡＳＢの教育セッションにおける議論の結論は、上記の３つの考え方が相互にどのよう

に違うのかが明確ではなく、それを理解しなければどの考え方がよいかについて判断がで

きないというものであった。スタッフからは、この問題の論点を差異がわかる形で更に明

確にする作業を行うことが提案された。議論の結果、ディスカッション・ペーパーにおい

てこの問題をより明確に記述するための作業を行なうことがスタッフに指示された。その

改訂を受けて、当該記述が適切かどうか及びＩＡＳＢとＦＡＳＢがこの問題に対して同じ

予備的見解を見出せるかどうかを議論することとされた。 
 
(2) 報告企業と親会社アプローチ 

報告企業の議論の中で親会社アプローチについてこれまで突っ込んだ議論は行なわれてい

ないが、概念フレームワークの読者は、報告企業と親会社アプローチとの関係に関する記

述を期待していると考えられるため、今回親会社アプローチをどのように取り扱うかにつ

いて議論が行われた。スタッフの分析は、親会社アプローチは、グループ事業体に含まれ

るべき企業を判定する規準とは基本的に関係がなく、このような範囲に関する記述を行な

うフェーズ Dとの関連はないというものであった。 
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議論の結果、概念フレームワークの中で親会社アプローチについて記述する必要があると

の認識から、スタッフに対して、独立したディスカッション・ペーパーとする、報告企業

のディスカッション・ペーパーに含める、又は、既にこの問題について触れているフェー

ズＡ（財務諸表の目的）の中に含めることとして、フェーズＡの公開草案の段階で親会社

アプローチに関する部分を取り上げる等の方法を検討することが指示された。 
 

 

５．退職後給付（ＩＡＳ第１９号の改訂） 

これは、２００６年７月に新規に追加されたプロジェクトで、ＩＡＳ第１９号（従業員給

付）の年金会計を見直すための２つのフェーズからなるプロジェクトの第１フェーズであ

る。第１フェーズは、現行の年金会計を大幅に改善することを目的として、４つの項目を

検討するが、今回は、このうち、キャッシュ・バランス・プランの会計処理が議論された。

今回の議論は、キャッシュ・バランス・プランの会計処理を決めるためにどのようなアプ

ローチで取り組むかという大枠の議論が行なわれた。 

今回のスタッフの分析では、退職後給付を次の３つに分けた上で、(b)のタイプの退職後給

付を第１フェーズで検討することが提案されている。(a)のタイプの退職後給付の問題は第

２フェーズで検討することとされているのでここで検討すべきではなく、(c)は予測単位積

増方式の下で特に問題となる論点はないため、(b)のみが対象となるというのが分析である。 

(a) 給与ベース給付（サービスを提供した各年の最終給与の２％の給付という形のもの） 

(b) 資産ベース給付（拠出額に年金が保有する資産の利回りを合計した額の給付） 

(c) 給与又は資産に依存しないその他の給付（固定の一定額の給付又は退職後医療） 

資産ベース給付を提供する退職後給付の会計処理の候補として、次の３つが示された。 

(a) 解釈指針委員会（ＩＦＲＩＣ）公開草案第９号で採用されているアプローチ（拠出額又

は想定元本に対する利回りを保証する退職後給付は確定拠出型として会計処理する） 

(b) 組込みデリバティブアプローチ（退職後給付に含まれる組込みデリバティブを区分して

公正価値で測定し、残りは確定拠出型又は確定給付型として会計処理する） 

(c) 分解アプローチ（deconstruction approach）（退職後給付を給与ベース給付や資産ベー

ス給付に分解してそれぞれに対応する会計処理を適用する） 

今回は、キャッシュ・バランス・プランの会計処理に対するアプローチに関する議論が行

なわれたのみであり、今後スタッフによってそれぞれの代替案について更に詳しい内容の

検討が行なわれる。また、今回の議論の中で、定義の不明確さが明らかになったものがあ

り、ここで用いられる定義を明確化することが指示された。 

 

 

６．連結範囲 
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今回は、既にこれまでに議論した論点ではあるが、ディスカッション・ペーパーとして公

表した場合に議論と予想される①ファンドマネジャーが管理するファンドが保有する投資

の取扱い及び②投資会社の連結問題について再度議論が行なわれた。 

 

(1)ファンドが保有する投資の取扱い 

ある投資先に対して、ファンドマネジャー自身が投資を行うとともに、ファンドマネジャ

ーが管理するファンドからも投資が行われている場合（ファンドマネジャーが２つの役割

を担っている場合）、当該投資先に対する支配を有しているかどうかをどのように判定する

かについては既に暫定合意が成立している。すなわち、ファンドマネジャーが管理するフ

ァンドが保有する投資のみでは投資先に対する支配を獲得できず、また、ファンドマネジ

ャー自身の投資のみでも投資先に対する支配を獲得できないが、両者を合わせると支配を

獲得できるという場合、ファンドマネジャーが当該投資先に対する支配を有しているかど

うかの判断に当たっては、ファンドが保有する投資も合算した上で判定を行うことが暫定

的に合意されている。この決定は、本来ファンドマネジャーが管理しているファンドが保

有する投資は、第三者のために行なっている信託業務の一環であり、ファンドマネジャー

自身の投資とは区別すべきであるが、ファンドが保有する投資を考慮しない取扱いとする

とファンドを利用した乱用が起こる可能性があり、これに配慮したものである。 

しかし、最近の支配と連結に関する考え方に基づいてこの問題を再度考え直してみると、

ファンドが保有する投資を除外して支配の存在を判断できる可能性があるとして、スタッ

フから次のような提案がなされた。企業が投資先企業を支配している場合には、その支配

を通じて投資先の方針を決定でき、希少な製品を調達する権利などの便益を得ることがで

きる。しかし、ファンドマネジャーが、通常支配によって得られる便益のすべてを享受で

きなければ、その支配力は制限を受けているということになり、もし、ファンドマネジャ

ーの受ける便益が非支配持分と変わらない内容であれば、ファンドマネジャー以外に支配

を有する関係者がいると想定することができる。このように、ファンドマネジャーがアク

セスできる便益の指標を参照して、支配の存在の有無を判定することができるというのが、

スタッフの提案である。ボードメンバーは、このアプローチに実効性があるかどうかに疑

問を持っているものの、この問題に関する質問をディスカッション・ペーパーに含めるよ

うスタッフに指示した。 

 

(2)投資会社の連結 

ベンチャーキャピタルのような投資会社を連結の対象とすることが暫定的に合意されてい

たが、今回この点について再度議論された。議論の結果、投資会社を連結から除外する合

理的な理由がないことから、連結の対象とすることが再確認された。 
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７．米国会計基準との短期統合化（借入費用） 

本プロジェクトでは、ＩＡＳ第２３号（借入費用）において適格資産に対して認められて

いる２つの処理（資産処理と費用処理）のうち費用処理を削除する公開草案を公開しコ

メントの募集を行なった。今回受領したコメントの分析結果を踏まえた議論が行われた。

議論の結果、費用処理という選択肢を削除するという公開草案の提案が再確認された。ま

た、コメントを受けて、次の変更を行うことが暫定的に合意された。 

(a) 経常的に製造しているたな卸資産や反復的に大量に製造されるたな卸資産を資産処理

の対象から除外する。これは、資産化するコストが便益を上回ると考えられたためある。

このような例にウィスキーやワインの製造業者がある。また、米国会計基準でも同様の

例外が認められている。 

(b) 公正価値で測定される資産を同じく資産化の対象から除外する。 

 

 

以 上 
（国際会計基準審議会理事 山田辰己） 


